
■背景・目的
三の丸地区は、国・県・市の行政機関が集まる中部圏の官庁機能の中枢であり、大規模災害で

も行政機能を止めず、事業が継続できるための強靭性が求められるエリアである。しかし、地区
内の官公庁施設は築年数が経過したものが多く、南海トラフ巨大地震など広域大規模災害時の事
業継続・災害対応には課題があると考えられる。
本調査研究では“広域大規模災害時”を前提とし、ハード（建物・設備等）とソフト（組織間の

連携等）の現状の課題を把握し、大規模災害にも強く平時にも有事にも機能する官庁街として、
将来的な三の丸地区のあり方を提案することを目的とする。

災害に強い行政機能・官庁機能のあり方に関する研究
～三の丸地区をフィールドとした、広域大規模災害対策のあり方～ 名古屋都市センター 調査課 濱内 洋孝
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調査:行政機能・官庁機能（ＢＣＰ）のハード・ソフトの課題を把握

アウトプット:災害に強い官庁街、三の丸地区のあり方 ～地区の将来像～

調査:中部圏における、広域大規模災害時の防災計画と現状の連携体制

■調査の概要
・市役所の３庁舎を対象に、建物・設備等の課題・リスクを、専門家と共に建物を実地調査
・防災に関わる有識者、行政・企業の実務者へ、災害対策機能の課題をヒアリング調査

■調査研究の内容
・中部圏における、広域大規模災害時の防災計画と現状の連携体制（文献調査）
・行政機能・官庁機能（ＢＣＰ）のハード・ソフトの課題を把握（建物調査・ﾋｱﾘﾝｸﾞ調査）
・民間の都市開発、官庁施設の建替による機能更新の先行事例を調査

県境を越える広域的な災害対策活
動を展開

県境を越える被災地全体に関わる、
広域的な災害対策活動の総合調整
を行う現地の司令塔

２０２５年を目途に、名古屋空
港隣接地に完成予定

２０１５年に、名古屋第２合同庁舎が設
置場所として指定される

写真:東日本大震災の被害
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➤阪神淡路大震災を教訓に、国の防災基本計画が全面修正される。中部圏における、広域防災の基本的な考
え方として「名古屋圏広域防災ネットワーク整備基本構想（平成16年）」が策定された。
その中で、三の丸地区は「司令塔機能」として、国の名古屋第２合同庁舎が設置場所に指定され、現体制
では、三の丸司令塔と各機関の本部は、情報通信システム等で連携する体制が構築される（図参照）

■調査の結果（要約）
ハード➤設備は非耐震構造、老朽化による設備機器、天井等の損傷（写真ｲﾒｰｼﾞ:東日本大震災の被害）
ソフト➤企業のリエゾン派遣や、支援協定の重複など官民連携の課題（表:災害時支援協定の締結状況）
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まとめ:もしもの際にも機能する“フェーズフリー”の考え方で、三の丸地区に必要な機能を導入し、災
害に強い空間づくりや、強靭性のある建物の整備、災害時に使用可能な施設を備えておくことで、地区
全体の強靭性を高め、産官の連携で、日常では周辺エリアと一体となった都心部の賑わいの創出、官庁
の中枢機能を活かした、名古屋圏域の活性化につながる、まちづくりを進めていくことが重要。


